
09/08/12■医療・介護は「新たな成長産業」と民主マニフェスト

民主党は8月11日、党本部で記者会見を開き、7月27日に発表したマニフェストから5カ所を修
正した「確定版」を発表した。このうち社会保障や医療に関する修正は2カ所。また、マニフ
ェストの5本柱の「雇用・経済」の項では、医療・介護を「新たな成長産業」と位置付けてい
る。

　医療・介護人材の処遇改善については、すでに、7月27日に発表したマニフェストの中の「
政策各論」で、▽医師・看護師・その他の医療従事者の増員に努める
医療機関の診療報酬(入院)を増額する　▽認定事業者に対する介護報酬を加算し、介護労働者
の賃金を月額4万円引き上げる―などとしているので、修正はない。

　ただ、「政策各論」の「子育て・教育」の中の「出産の経済的負担を軽減する」具体策とし
て、「不妊治療に関する情報提供、相談体制を強化するとともに、適応症と効果が明らかな治
療には医療保険の適用を検討し、支援を拡充する」と明記した。
　これは7月27日に発表したマニフェストには入っていなかったが、23日に発表した「政策集
インデックス」では明記している。     

  

　民主党の直嶋政調会長は記者会見で、「特に一般有権者からの問い合わせが数多くあり、あ
えて今回、一文を入れることにした」と説明した。
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